











































































































































































































































































































































リノベーションまちづくりにおける税務上の課題と租税優遇措置（岩武） ― 57 ―
譲渡（以下、「寄附等」という。）した場合において、その寄附等がリノベーションまちづくり
の推進に著しく寄与することなど一定の要件を満たすものとしてリノベーションプラン評価委
員会の承認を受けたときは、寄附等をおこなった個人または法人に対する所得税・法人税等、
および寄附等を受けた認定まちづくり事業者に対する法人税等について非課税とする。　
（注）
　（イ）非課税制度の対象となる認定まちづくり事業者とは、リノベーションまちづくりの事
業主体としてリノベーションプラン評価委員会の認定を受けた事業者（法人）をいうものと
する。
　（ロ）低額譲渡とは、通常の取引価額の２分の１に満たない金額で譲渡をおこなう取引を指
すものとする。
②承認要件について
　リノベーションプラン評価委員会の承認を受けるためには、次の全ての要件を満たす寄附等
であることが必要とする。
（要件１）
　寄附等がリノベーションまちづくりの推進に著しく寄与すると認められること。（具体的に
は、寄附等される財産が、リノベーションまちづくりに適合する資産であるか、寄附等される
財産に係るリノベーションまちづくり事業の計画は妥当なものであるか等につき総合的に検討
をおこない、承認の可否を審査することとなろう。）
（要件２）
　寄附等された財産が、その寄附等がされた日から3年以内に寄附等を受けた認定リノベー
ション事業者の事業の用に直接供されること。
（要件３）
　寄附等により、寄附等した個人または法人の所得税・法人税等の負担を不当に減少させ、ま
たは寄附等した個人の親族その他これらの人と特別の関係のある人の相続税や贈与税の負担を
不当に減少させる結果とならないこと。
③非課税とする対象税目について
（譲渡人に係るもの）
（イ）個人～所得税、消費税（個人が事業者である場合）
（ロ）法人～法人税、消費税
　※これらに係る住民税も非課税の対象とする。
（譲受人に係るもの）
（イ）法人～法人税および法人県民税、法人市民税
　　　不動産取得税、登録免許税、固定資産税（取得から３年間のみ）
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④承認を受けた後、承認要件に該当しなくなったときについて
　リノベーションプラン評価委員会の非課税承認を受けた寄附等であっても、その後承認要件
に該当しなくなった場合には、リノベーションプラン評価委員会は、いつでもその承認を取り
消すことができるものとする。
（2）非課税承認を受けるための手続き
①リノベーションプラン評価委員会の承認を受けようとする者は、「認定リノベーション事業
に係る非課税制度の承認申請書」を提出する必要がある。
②申請書を提出するのは、当該寄附等に係る非課税承認を受けようとする、譲渡人および譲受
人となる。
③申請書の提出期限については、寄附等が行われる以前の段階で非課税承認を行う方が良いか、
もしくは措置法40条と同様に寄附等の日から４ヶ月以内とするか、検討の余地がある。
④まちづくり事業者の認定および寄附等の非課税承認の主体となるリノベーションプラン評価
委員会について
（イ）非課税承認について強力な権限を有することになるため、公正な運営が確保されること
が求められる。
（ロ）委員会の構成について、どのような専門的知見が必要とされるか考慮が必要であろう。
（ハ）委員会のみに強力な権限をもたせるのを避けるために、委員会の役割を市長に対する諮
問にとどめ、最終的に非課税承認を市長が行うようにすることも考えられよう。
（3）その他
　以上、本報告書においては、リノベーションまちづくり事業の更なる推進を図るため、財産
の寄附等が行われた場合における、譲渡人・譲受人に係る租税負担を試算し、そのような場合
における租税負担が多大なものであり、それがリノベーションまちづくり事業推進の重大な阻
害要因となることを明らかにした。そしてそのような分析を基に、当該事業を推進する方策と
して、租税優遇制度の活用による提案を行った。このような租税優遇制度を活用することによ
り、リノベーションまちづくりに対する投資が促進され、事業が加速化することが十分予想さ
れ、ひいては北九州市における地方創生の一翼を担う制度となることが期待される。
